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１　はじめに

　我が国は，これまでに，行政による様々な制度やシステ

ムを築いてきた。

　地域社会の在り方も，様々なニーズを地域住民が助け合

う関係から，行政による地域のシステムとして充実させる

方向を辿るようになっている。

　しかし，地域のそれぞれのシステムが単一の機能とし

て，地域に分散し，ニーズに対応した行き届いたサービス

に果たせない状況がある。障害のある子どものへの支援に

ついても同様である。

　こうした背景の中，障害のある子どもへの支援を充実さ

せるために，学校，病院，療育機関など地域のシステムに

関わる人たちが協働し，共に助け合う新たな地域社会の構

築をめざす取組が試みられている。

　このように，障害のある子どもを支える教育，福祉，医

療，保健などの地域システムの連携の必要性が提起されて

いる。

　障害のある子どもにとって，地域社会の有り方は重要で

ある。また，共生社会を実現するための学校教育の役割は

大きい。

　学校は，地域の中核の一つとして，地域のシステムと協

働し，障害のある子どもを支えていくための地域社会の礎

となるように，その教育的な機能を一層充実させていくこ

とが必要である。

　今，学校に求められていることは，地域に開かれた学校

づくり，関係者間の連携で行うより協働的な学校づくりで

ある。

２　地域社会と学校・子ども

　子どもは，地域社会に生まれ，地域社会に育ち，地域社

会を支えていく。

　子どもは，地域の学校で教え育くまれ，大人になってい

く。大人になった子どもも，また，自分の子どもの教育を

学校に託していく。学校は，地域の教育を支え，また，地

域によって支えられながら，地域に生きる人たちの世代を

繋いできた。

（１）学校制度と地域社会
　我が国の学校教育は，近代国家の草創期に国の教育制度

の基となった学制発布（1872年）から130年余りの歴史

を辿っている。太平洋戦争の終結以後，教育の民主化政策

の中で，教育委員会の仕組みが整備され，中央集権から地

方分権による教育制度への歩みを辿ってきたが，いずれの

時代にあっても，地域によって支えられ，地域の教育の場

として機能してきた。

（２）学校と地域
　学校は，子どもたちの学びの場であるとともに，地域の

人たちの集いの場でもあった。　運動会，学芸会，展覧会

など行事を通し，学校は，地域のスポーツ・文化の中心と

しての役割も担ってきた。

　子どもは，地域社会の形成者として大切にされ，地域社

会は，子ども達を教え育み，その営みは，時代を越え，次

の世代に受け継がれ，学校は，地域の教育・文化の中心に

位置付いてきたといえる。
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３　障害者施策の基本と教育

　国の障害者対策に関する基本計画（平成14年12月24日

に策定された新障害者基本計画及び重点施策実施５か年計

画－新障害者プラン－）では，「リハビリテーション」と

「ノーマライゼーション」の理念を掲げ，障害の有無にか

かわらず，国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う

「共生社会」の実現を目指すとしている。

　また，国は，障害者のための基本施策に関する基本的事

項を障害者基本法（平成16年６月改正）に定め，すべて

障害者は，個人の尊厳が重んぜられ，その尊厳にふさわし

い生活を保障される権利を有すること，すべて障害者は，

社会を構成する一員として社会，経済，文化その他あらゆ

る分野の活動に参加する機会を与えられること，何人も，

障害者に対して，障害を理由として，差別することその他

の権利利益を侵害する行為をしてはならないことなどの理

念を示し，この理念を実現するための教育の役割につい

て，国及び地方公共団体は，障害者が，その年齢，能力及

び障害の状態に応じ，十分な教育が受けられるようにする

ため，教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な

施策を講じなければならないこと，　国及び地方公共団体

は，障害者の教育に関する調査及び研究並びに学校施設の

整備を促進しなければならないこと，国及び地方公共団体

は，障害のある児童及び生徒と障害のない児童及び生徒と

の交流及び共同学習を積極的に進めることによつて，その

相互理解を促進しなければならないことなどを定めた。

　このような背景の中で，障害のある子どもの教育の理念

と制度の見直しが行われた。

４　障害のある子どもの教育の理念と制度の転換

　障害のある子どもの教育は，これまでの障害の程度等に

応じ特別の場で指導を行う特殊教育から障害のある児童生

徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行

う特別支援教育へのと理念の転換を図り，その制度の整備

を順次進めてきた。

（１）障害のある子どもの教育の理念
　平成15年３月の「今後の特別支援教育の在り方につい

て（最終報告）」では，特別支援教育について，「障害の程

度等に応じ特別の場で指導を行う『特殊教育』から障害の

ある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な教育

的支援を行う『特別支援教育』への転換を図る。」と説明

されて，その理念の下で障害のある子どもの教育制度改革

が実施された。

（２）障害のある子どもの教育の制度
　平成19年４月には，学校教育法が改正され，これまで

の特殊教育から特別支援教育への制度の転換が行われた。

　小・中学校での障害のある子どもの教育が明確に位置付

けられ，これまでの盲・聾・養護学校は，特別支援学校と

して，地域の障害のある子どもの教育に関するセンター的

機能を担うこととされた。

５　特別支援教育を支える仕組み

　平成15年３月の「今後の特別支援教育の在り方につい

て（最終報告）」では，「特別支援教育とは，これまでの特

殊教育の対象の障害だけでなく，その対象でなかったLD，

ADHD，高機能自閉症も含めて障害のある児童生徒に対し

てその一人一人の教育的ニーズを把握し，当該児童生徒の

持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服する

ために，適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うもの

である。」としている。

　また，特別支援教育を支えるために，次のような仕組み

が示されている。

（１）一人一人の教育的ニーズに対応するための「個別の
教育支援計画」の策定

　個別の教育支援計画は，障害のある児童生徒を生涯にわ

たって支援する視点から，一人一人のニーズを把握して，

教育，医療，福祉等の関係機関の関係者，保護者の連携に

よる適切な教育的支援を効果的に行うため策定する。

（２）校内外の関係者をつなぐ「特別支援教育コーディネー
ター」の指名

　特別支援教育コーディネーターは，校内や福祉，医療等

の関係機関との間の連絡調整役として，あるいは，保護者

に対する学校の窓口として，校内の関係者や関係機関との

連携協力の強化を図るためのものである。

（３）地域の関係機関との連携を推進する「特別支援連携
協議会」等の設置

　特別支援連携協議会は，一定規模の地域毎に，特別支援

学校や小・中学校，医療・福祉機関等の専門機関が連携協

力し，地域全体で支援するための教育や福祉等を含めた部

局横断型の組織である。

　特別支援教育は，LD，ADHD，高機能自閉症等の発達

障害を含め，障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズ

に対応した教育を校内外の資源を活用し，学校職員のチー

ムワークと地域機関のネットワークで行う教育であるとい

える。
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図１　特別支援教育を支える仕組み

６　特別支援教育体制の進捗

　国は，平成15年度より，特別支援教育体制の整備を進

めてきた。

　各小・中学校に特別支援教育を進めるための校内委員会

を設置すること，また，特別支援教育コーディネーターを

指名することを進め，平成19年度には，ほとんどの学校

でこれらの仕組みが作られている。

　各都道府県では，障害に関わる判断や教育的対応につい

ての専門的な意見を提示するなどの役割を担う専門家チー

ムの設置や対象となる児童生徒や学校のニーズの把握と指

導内容・方法に関する助言，校内の支援体制づくりへの助

言などを担う巡回相談員の委嘱を行ってきた。

　また，市区町村では，各小・中学校で，障害のある子ど

もやその学級を支える介助員や学習支援員を配置するな

ど，障害のある子どもへの支援を行うための取組を行って

きた。

　特別支援学校では，地域の特別支援教育に関するセン

ター的機能を担うことが明確に位置付けられ，小・中学校

等の教員への支援，小・中学校等の教員に対する研修協力，

特別支援教育等に関する相談・情報提供，福祉，医療，労

働などの関係機関等との連絡・調整などの取組が進められ

ている。

　また，各小・中学校に設置されている特別支援学級や通

級指導教室でも，発達障害を含む障害のある子どもの支援

資源としての活用が進められている。

７　�小・中学校での障害のある子どもの教育と
校内支援体制の整備

　小・中学校における障害のある子どもの教育は，これま

で，通常の学級で留意して指導すること，小・中学校に設

置された特別支援学級で特別の教育課程を編成して行うこ

と，通常の学級で指導を行いながら，障害の改善克服に必

要な内容を通級指導教室で行うなどの取組が進められてき

たが，これまでの取組に加えて，担当する教員だけでな

く，校内の全教職員が協働して子どもへの指導支援を行う

ための校内支援体制の整備が進められている。

（１）校内委員会の設置
　校内における全体的な支援体制を実現するために設置さ

れるのが校内委員会である。校内の関係職員で構成され，

障害のある子どもなど特別な教育的支援が必要な子どもの

実態把握，指導の手立てや支援策を検討，個別の指導計画

や個別の教育支援計画を検討・作成，外部機関との連携や

専門家チームや巡回相談員，介助員や学習支援員の活用の

検討などの取組を行っている。

（２）特別支援教育コーディネーターの指名
　校内の関係者や関係機関との連携調整や保護者の連絡窓

口となるのが特別支援教育コーディネーターである。

  特別支援教育コーディネーターは，学校内の関係者や外

部の関係機関との連絡調整，保護者に対する相談窓口，学

級担任への支援，校内委員会の運営，校内研修会の企画，

地域保護者への啓発など活動を通し，各学校での特別支援

教育を推進する役割を担っている。
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図２　特別支援教育コーディネーターの活動と役割
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（３）通級による指導や特別支援教室などの校内支援資源の活用
　障害のある子どもの個別的な支援は，学級担任による配

慮や指導だけでなく，校内職員で構成される特別支援教

室，チームティーチング，通級指導教室，介助員や学習支

援員，教育ボランティアなどさまざまな資源を活用した取

組が行われるようになってきた。

８　�小・中学校での障害のある子どもを支える
地域社会・地域資源との連携

　子どもは，地域に生まれ，地域社会に育ち，地域社会の

担い手となっていく。障害のある子どもも，また，同様で

ある。

（１）障害のある子どもを支える地域資源
　障害のある子どもは，教育だけでなく，地域の医療，福

祉，保健などのシステムの支えが不可欠である。各地域に

は，地域の人たちを支える様々な支援システムが機能して

いる。障害のある子どもは，そのそれぞれの資源を活用

し，支えられる必要がある。学校は，それらの地域資源と

連携し，障害のある子どもを多側面から支えることが求め

られているといえる。

図３　学校を取り巻く地域資源

（２）障害のある子どもを支える地域社会
　今，地域社会は，様々に変化し，その機能や在り方が問

われている。

　これまで，地域社会が担っていた支援機能が地域の行政

のシステムとして実現されつつある。それにしたがって，

地域に住む人たちの人間関係が希薄になっているとも言わ

れている。同じ地域に住む人達が集い助け合うコミュニ

ティーが成立しにくくなっているともいわれている。その

教育・福祉などの多くが行政システムに委ねられて，地域

に住む人たちの心の絆も取り結びにくくなってきている。

　こうしたことを背景に，障害のある子どもを支えるため

の地域での取組について考えてみた。

　Ａ市は人口が６万人程度の小さな自治体であった。Ａ市

とＡ市を取り巻く地域には，特別支援学校，病院，療育機

関など，教育，医療，福祉の様々な領域でのシステムが整

備されていた。しかし，それぞれのシステムが単独に活動

していることで，障害のある子どもを支える機能が十分に

は実現できていない状況にあった。

図４　地域資源ネットワーク

　今から４年程前，学校教員の教育研究会を核として，

「学校と保護者」，「保護者と病院」，「学校と教育委員会」，

「保護者と地域の福祉法人」など，それぞれのネットワー

クが連結して，障害に優しい街作りネットワークの仕組み

が作られた。

　小学校では，指導に関わる知見が欲しい。特別支援学校

では，教育や指導を地域での暮らしにつなげたい。福祉で

は，本人・保護者のニーズを確認したい。医療では，診断・

治療後の障害のある子どもを地域や家庭への暮らしにつな

げたい。保護者は，子ども達が自立して暮らせる町つくり

を進めたいというそれぞれの立場での必要感が基となり，

障害のある子どもへの支援をつなぐことを通して，障害の

ある子どもや障害のある人たちが生活しやすい町づくりの

ネットワークが作られた。

９　�地域資源と連携した障害のある子どもため
の学校運営　－工夫と課題－

　我が国においては，高度成長期以後，産業構造などが変

化する中，地域社会の在り方も，これまでの地域住民が助

け合う関係から，必要なサービスを制度やシステムとして

充実させる方向を辿るようになっている。
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　しかし，制度やシステムが整備される中で，それぞれの

制度やシステムが単一の機能として，地域に分散し，必ず

しも，行き届いた住民への支援機能を果たせないという状

態がある。

　こうした背景の中で，障害のある子どもへの支援を充実

させるために，地域の教育，福祉，医療，保健などの機関

相互の連携の必要性が提起されている。

　Ａ市の実践は，地域の支援システムが相互に繋がり合

い，障害のある子どもにも暮らしやすい町づくりを目指し

たものである。

　地域のシステムに関わる人たちのそれぞれのネットワー

クを通して，地域に新たなコミュニティーをつくろうとす

る取組である。

　特別支援教育の理念を実現するためには，学校が変わら

なくてはならないと言われている。障害のあるなしに関わ

らず，地域に生まれ，地域に育ち，地域を支えていく子ど

も達を教え育む学校が，地域に開かれ，地域の人たちや地

域の関係者とともに，より協働的な教育文化を構築してい

くことが必要である。

　特別支援教育コーディネーターは，学校長の権限とリー

ダーシップの支えを受けながら，地域社会や地域資源と連

携し，障害のある子どもたちを支えていくキーパーソンと

してその役割を期待されている。

10　まとめ

　我が国は，障害の有無にかかわらず，国民誰もが相互に

人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の実現を目指し

ている。

　障害のある子どもも，地域に生まれ，地域で育まれ，地

域に支えられながら生きていく。

　子どもは，地域社会の形成者として大切にされ，地域社

会は，子ども達を教え育み，その営みは，時代を越え，次

の世代に受け継がれ，学校は，地域の教育・文化の中心に

位置付いてきた。

　障害のある子どもにとって，地域社会の有り方は重要で

ある。共生社会を実現するための学校教育の役割は大きい。

　学校は，地域の中核の一つとして，地域のシステムと協

働し，障害のある子どもを支えていくための地域社会の礎

となるように，その教育的な機能を一層充実させていくこ

とが必要である。

　今，学校に求められていることは，地域に開かれた学校

づくり，関係者間の連携で行うより協働的な学校づくりで

あると考える。
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Summary
　For children with disabilities, the role of the community is vital. School education also plays an important role in 

realizing an inclusive society. Schools need to enhance their educational functions so that they can be a platform for the 

local community to support these children while working in collaboration with local systems. Now schools are expected 

to make themselves more open to the community and more collaborative with other related parties. In this report, we will 

discuss how schools and the community can work together to support education for children with disabilities in Japan.
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